
第５７回原子力委員会臨時会議議事録（案） 
  
１．日 時   ２０００年９月２２日（金）１０：３０～１１：００ 
 
２．場 所   委員会会議室 
 
３．出席者   藤家委員長代理、依田委員、遠藤委員、木元委員 
  （事務局等）科学技術庁 
         原子力局 
         政策課 板倉 
         原子力調査室 伊藤室長、千原、山越、小室 
         国際協力・保障措置課 関根 
        資源エネルギー庁 原子力産業課 
         安井企画官 
        文部省学術研究局研究機関課 
         小山国際プロジェクト官、沼田 
        吉舗専門委員 
 
４．議 題 
（１）平成１３年度原子力関係経費の見積もりについて 
（２）平成１３年度大学における原子力研究関連概算要求の概要 
（３）特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針及び計画について 
（４）大島科学技術庁長官の第４４回 IAEA総会への出席について（結果概要） 
（５）その他 
 
５．配布資料 

資料１  平成１３年度原子力関係経費の見積もりについて（案） 
資料２  平成１３年度大学における原子力研究関連概算要求の概要 
資料３-１ 特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針について（回答案） 
資料３-２ 特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針について（案） 
資料３-３ 特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画について（回答案） 
資料３-４ 特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画について（案） 
資料４   大島科学技術庁長官の第４４回 IAEA 総会への出席について（結果

概要） 
 



６．審議事項 
（１）平成１３年度原子力関係経費の見積もりについて 
 標記の件について、事務局から資料１に基づき説明があり、配布された資料１の案が了承
された。 
（２）平成１３年度大学における原子力研究関連概算要求の概要について 
 標記の件について文部省より資料２に基づき説明があった。これに対し、 

長期計画策定の際も、人材、リーダーシップ、独立的な研究等、大学に対する期待を大
きく示しているところである。 
核融合や加速器関係が資料では（参考）として位置づけられているが、これでは非原子
力だと理解されかねないので、今後は本文に位置づけるべきである。 
この資料にも原子力研究を行っている大学が書いてあるが具体的に何を研究し、どうい
う成果をもたらしているかが見えてこない。どうすればそれらの情報を得ることができ
るのか。 
（文部省）成果を一元的に扱っている窓口がないので、直接大学に問い合わせてもらう
しかないが、当方（研究機関課）からでもつなぐことができる。 
各大学・研究所は社会に対して説明を行わなければならないという責任を随分感じてお
り、公開講座、シンポジウム等をこれまで以上に開催している。また、毎年成果報告書
も出している。 
国費を使っているので、国民に分かりやすく公開することが重要である。 

等の委員の意見及び質疑応答があった。 
（３）特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針及び計画について 
 これについて藤家委員長代理より、 
 高レベル放射性廃棄物の処分については、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」
案を３月に国会へ提出する際に、当委員会として決定を行ったところであるが、今般、同法
に基づき、通商産業大臣から当委員会に対し、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本
方針」及び「特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画」に関する意見を求められた。 
 基本方針（案）では、特定放射性廃棄物の最終処分の基本的方向や国の役割を示すととも
に、処分地の選定プロセスの透明性を確保すること、国民の理解増進のために分かりやすい
広報、情報提供に努めることなどが規定されている。 
 また、最終処分計画（案）では、特定放射性廃棄物の最終処分施設の規模や処分地選定の
スケジュールなどが明確にされており、これまで高レベル放射性廃棄物処分懇談会などに
おいて示された提言が十分反映されたものと考える。 
 従って、当委員会としては、基本方針（案）及び最終処分計画（案）をそれぞれ妥当なも
のと認める。 
 当委員会としては、今後とも、高レベル放射性廃棄物の処分への取組が円滑かつ着実に進
展することが、我が国の原子力の研究開発利用を推進する上で極めて重要と考えており、関



係機関に対し、一層の連携強化と更なる努力を要請するとともに、当委員会として適宜進捗
状況を聴取し、状況の的確な把握と評価検討を行い、引き続き処分事業の早期具体化に取り
組んでいきたい。との話があった。 
 このため、平成１２年９月１３日付け平成１２・０９・１３資第１号及び平成１２・０９・
１３資第２号をもって通商産業大臣より意見を求められた標記の件については審議の結果
妥当なものと認め、資料３－１及び資料３－３の案どおり通商産業大臣あて回答すること
となった。 
（４）大島科学技術庁長官の第４４回 IAEA総会への出席について 
 標記の件について国際協力・保障措置課より資料４に基づき説明があった。 

コロンバニ仏国長官との会談におけるコロンバニ長官の「ポリティカル・ジェスチャ」
とはどういう趣旨か。 
（国際協力・保障措置課）ドイツの段階的な脱原発は、政治的なゼスチャーであり、エ
ネルギー政策についての長期的な観点からの検討に基づくものではないということ。 

 等の委員の意見及び質疑応答があった。 
 なお、事務局より、次回は９月２６日（火）に定例会議を１０：３０より開催する方向で
調整したい旨、発言があった。 
 


